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米軍の対 A2/AD(Anti Access/Area Denial)作戦概念 

―ASB(Air-Sea Battle)、OSC(Offshore Control)及び

DBD(Deterrence by Denial)― 

 

青柳 加奈子 

 
本論文は、米軍の対 A2/AD 作戦概念であるエアシー・バトル（ASB）、オ

フショア・コントロール（OSC）及び拒否的抑止（DBD）の有効性等につい

て比較し、今後の展望について考察したものである。 

 

１ 米軍の作戦概念1の変遷 

中国等の主要国が経済成長を背景として軍事力を拡張していることに伴

い、これまでの米国の軍事力の相対的な優位性及び世界規模の戦力投射能力

の低下への懸念がみられている2。特に、米軍は接近阻止／領域拒否（以下

「A2/AD」(Anti Access/Area Denial）という。）への対応を迫られている状

況にある3。この A2/AD の脅威については、QDR2001 で言及されたものの、

当時は米国同時多発テロ、アフガニスタン戦争及びイラク戦争により優先順

位が低下していた。その後、A2/AD は QDR2010 で再度言及され、2012 年

１月に発表された米国の「国防戦略指針」4では、アジア・太平洋地域に対す

るリバランスの明文化とともに、統合作戦アクセス概念5（以下「JOAC」

(Joint Operational Access Concept )という。）に基づき A2/AD 環境下で効

果的に作戦を展開できる能力の強化を進めていくことが謳われている。 

このような中、米国は対 A2/AD の作戦概念として「エアシー・バトル」

（以下「ASB」(AirSea Battle)という。）を打ち出した。また、ASB への対

案として「オフショア・コントロール」（以下「OSC」(Off-shore Control)と

いう。）及び「拒否的抑止6」（以下「DBD」(Deterrence by Denial)という。）

といった作戦概念も発表されている。これらの作戦概念の概要については、

以下のとおり。 

まず、ASB については、QDR2010 で A2/AD の脅威と併せて言及された

後（2010 年２月）、クレピネビッチ(Andrew Krepinevich Jr.) 戦略予算評価

センター(Center for Strategic and Budgetary Assessments: CSBA)所長ら
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が 2010 年５月に発表した構想が原型となっている7。その後、国防省は 2013

年５月、JOAC の下位構想として公式に策定した ASB を公表した8。この国

防省版 ASB と CSBA 版 ASB には相違点もあるが、相手（特に相手国本土）

に対する攻撃を重視している点は共通している（細部は後述。以下同じ。）。 

この CSBA 版 ASB が発表されてから国防省が ASB を公表するまでの間

の 2012 年６月、ASB の相手国本土等に対する攻撃重視の姿勢等を批判する

ハメス（T. X. Hammes）米国防大学教授が ASB の対案として提唱した作戦

概念が OSC である9。この OSC は、相手国本土に対する攻撃ではなく、海

上交通路のチョーク・ポイント等を封鎖して相手を経済的に窒息させること

を主眼としたものとなっている。 

ASB と OSC は、想定する主要な戦域が相手の国内か遠隔地の洋上かとい

う差異はあるが、両者ともに懲罰的能力を重視した作戦概念であることは共

通しているといえる。これに対し、2013 年 12 月、中国の拡張主義的な行動

を阻止するには（懲罰的能力よりも）米国及び同盟国による独自の A2/AD 能

力を高める方が有効であるとしてエリクソン（Andrew Erickson）米海軍大

学教授が議会軍事委員会に先立ち発表し、「ナショナル・インタレスト」にも

掲載された作戦概念が DBD である10。この DBD は、中国に米国側の A2/AD

を突破するための犠牲を払わせることにより、その目的達成を阻むことを主

眼としたものとなっている。 

その後、国防省は 2015 年１月に ASB の名称を「グローバル公共財へのア

クセス及び操作のための統合構想」（以下「JAM-GC」(Joint Concept for 

Access and Maneuver in the Global Commons)という。）に変更した11。国

防省は JAM-GC が ASB に陸上戦力を加えた構想になるとしているが、具体

的な内容に関する発表はない（2016 年７月１日現在）。ただし、CSBA 版 ASB

を作成したクレピネビッチが島しょ防衛に際して中国を抑止するために陸

上戦力が有効であるとする論文を発表しており12、JAM-GC も ASB と同様

に同氏の論文内容を踏まえながら検討が進められているものと予想される。 

このように米国では様々な作戦概念が生み出されているところ、本稿にお

いては、特に ASB、OSC 及び DBD の特徴等について比較し、今後に予想

される米国の対 A2/AD としての作戦概念の方向性について考察した。また、

A2/AD の必要性が説かれた QDR2010 から JAM-GC までの変遷を示す概念

図は、別図のとおり。 

 

２ 米軍の作戦概念の比較（ASB、OSC 及び DBD） 

（１）ASB の特徴 
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米軍の公式な作戦概念として位置づけられる国防省版 ASB は、CSBA 版

ASB が発表されてから３年後に公表されたものであり、前述のとおり、両者

の内容には相違がある。CSBA 版 ASB は、作戦の第一段階で中国からの先

制攻撃を日米が受け止め、中国領域内における大規模な A2/AD 能力の制圧

作戦を実施することで攻勢の主導権を握り、第二段階で中国のシーレーンを

断ち、経済封鎖により圧力をかけるという海空軍主体の作戦概念であった。

これに対して、国防省版 ASB は海空軍だけでなく陸軍及び海兵隊の人員で

編成された「エアシー・バトル室(AirSea Battle Office: ASBO)」が作成した

ものであり、軍種間統合を優先する概念へと変質している13。 

また、CSBA 版 ASB のような中国の A2/AD 能力の脅威を克服するための

作戦概念としての位置づけは、国防省版 ASB ではみられなくなっている14。

すなわち、国防省版 ASB は、米軍の空、海、宇宙及びサイバー空間へのア

クセスに対する脅威を排除するため、統合化及びネットワーク化された軍事

力を創出し、それぞれの領域での行動の自由を確保することを目的とした作

戦概念として位置づけられている。ただし、同 ASB は相手と競合する領域

へのアクセスを確保するため、相手の兵器システムの「妨害」（disrupt）、「破

壊」（destroy）、「打倒」（defeat）を目標に掲げており15、相手（特に相手国

本土）に対する攻撃を重視している点は CSBA 版と共通していると言える。 

いずれにせよ、ASB は、相手国の本土に対する攻撃が全面戦争、ひいては

核戦争の引き金となり得るリスクを有していることが批判されることが多

いものの、実際は、様々な烈度での代替手段も考慮されており、作戦概念と

しての信頼性は高いとみられている16。ただし、米国が相手国の本土攻撃を

想定していることが明らかな以上、それに備えた能力整備を相手国も推進す

るであろうし、米国の攻撃を避けられないと認識（誤認識を含む。）した相手

国に先制攻撃を選択させることになる可能性もあるだろう。また、ASB が重

視する相手国への縦深攻撃作戦においてはエア・パワーが主要な構成要素と

なるが、近年の歴史を見るとエア・パワーだけで戦争を終結させることは困

難である。これに加え、相手の攻撃を回避するために米軍の前方展開戦力を

A2/AD 圏外に退避させることも含まれている ASB は、同盟国に対するコミ

ットメントの低下を示すものとしてみられる危険性もあった17。 

つまり、ASB は米軍の相手国に対する軍事的優越性、特に相手国の本土を

攻撃できる能力を有していることを前提としており、懲罰的抑止効果が高い

作戦概念であるといえる。その一方で、ASB は相手国との「安全保障のジレ

ンマ18」を引き起こす要素を顕著に包含しており、この作戦概念を作戦とし

て実行に移した場合には、エスカレーション・コントロールが困難となる可
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能性が高く、終わりが見えないまま紛争を長引かせるリスクも認められる。 

（２）OSC の特徴 

OSC は第１列島線内の利用の拒否という拒否的抑止と、経済封鎖という

懲罰的抑止で中国を抑止するもので、ASB のように中国領域内への縦深攻

撃は想定していない19。すなわち、OSC は中国領域内を攻撃してインフラを

物理的に破壊することはせず、洋上のチョーク・ポイントを封鎖して中国共

産党の正当性の基盤である経済成長に圧力をかけ、軍事的手段では目的を達

成できないことを中国に理解させることにより、早期の現状復帰を図るとい

う作戦概念である。 

OSC は、第 1 列島線内側における中国の海洋使用の（潜水艦や機雷等に

よる）「拒否」と（同盟国等を含む）海・空領域の「防衛」、そして第 1 列島

線外側の海・空域の「支配」（海上交易の遠距離封鎖を含む）を 3 つの柱と

している20。これは、中国に本土からの遠隔地での戦いを強いるものであり、

現状において中国は遠洋海軍力（blue water navy）を保有していないため、

ASB では米国側にコスト面の懸念があるのとは対照的に、OSC では米中間

の費用賦課は逆転し、中国側にコストをかけさせることができるという利点

も認められる21。また、OSC はオーストラリアを除き同盟国の基地は使用し

ないとし、同盟国を防衛するにあたり参戦も求めないとしており、同盟国の

基地の使用を想定している ASB よりも米国としての実効性は高いと考えら

れる。 

その一方で、OSC の主眼は第 1 列島線の外側を「支配」することによる

経済封鎖により中国に目的を断念させることであるため、この作戦概念に基

づいて実行に移した場合、長期的な紛争になる可能性が高い。また、相手国

に対する縦深攻撃をしないことにより ASB で懸念される急激なエスカレー

ションを避け、外交的解決のための時間を双方にもたらす効果は期待できる

ものの、ゆっくりとした紛争の進捗は中国に軍事的対抗措置をとる猶予を与

えることにもなる。この場合、中国と同じ第１列島線内に閉じ込められる同

盟国に自国の安全への懸念を生じさせる可能性もあるだろう。これに加え、

経済封鎖は相手国だけでなく、米国及びその他の国も同様に疲弊させる。中

国はグローバル経済における主要なプレイヤーであり、米国をはじめ中国を

大きな貿易相手とする国も多いため、各国が自国の経済へのリスクと OSC

の効果のバランスをどのように判断するかは、その時々の状況に依るところ

が大きいように思われる。 

つまり、OSC は、ASB のような中国本土等への直接的な攻撃により勝利

を求めるような作戦概念ではない。むしろ、OSC は局地的な紛争において米
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国の軍事的な優位性を確保して中国と戦うというよりも、海軍力の圧倒的な

優位性を背景として中国に軍事力では目的を達成できないことを理解させ、

紛争に至る前に問題解決を図ることを狙いとした作戦概念であるといえる。

ただし、中国との武力紛争に際しては世界規模での長期的な作戦を想定して

いるため、この作戦概念を実行に移した場合、島しょの領有権や海洋権益に

係る局地的あるいは短期的な紛争等への適用は困難になると思われる。 

（３）DBD の特徴 

「拒否的抑止」とは、一般的に、抑止対象の目的達成の公算に働きかけて

戦略的選択を狭めるのに十分な脅威を構築し、状況を支配して紛争等がエス

カレートする可能性を抑えるものである22。そして、ASB 及び OSC への対

案として位置づけられる DBD は、米国及び同盟国等が中国に対する A2/AD

能力を高め、中国に我の A2/AD を突破するための犠牲を強要することによ

り、中国近海において目的を達成することが不可能であることを理解させて

事態のエスカレーションを抑制することを主眼とした作戦概念である。いわ

ば、DBD は一般論としての「拒否的抑止」を作戦概念として具体化したも

のといえるだろう。 

中国が軍事力により海洋権益問題に決着をつける場合、島しょを奪取、維

持、再補給して現状変更した状態を維持する必要がある。そこで、DBD は、

島しょの維持及び再補給の阻止に最適な米国の攻撃型原潜（SSNs）の建造

ペースを維持しつつ、長距離対艦ミサイルへの投資や機雷戦の活用により、

中国による島しょの奪取等の現状変更を拒否すると共に、仮に武力紛争の初

期段階において現状変更された場合にも、その維持を拒否するとしている23。

つまり、DBD は米国の攻撃型原潜による中国海軍の阻止能力、長距離ミサ

イル等による係争地への攻撃能力により、米中両国を相互に A2/AD の環境

下に置くことを想定した作戦概念であるといえる。また、そのために米国は

同盟国による A2/AD 能力獲得のために支援するとしており、米国の前方展

開戦力を（一時的にせよ）中国の A2/AD 圏外に退避させることも想定され

る ASB 及び中国が侵攻した島しょ近辺ではなく遠隔地での戦闘を主眼とす

る OSC よりも、同盟国等にとっても受け入れやすい作戦概念であるとの指

摘もある24。 

その一方で、DBD が想定する作戦の範囲は、中国軍が係争地である島し

ょ等を軍事力により奪取することを防ぐことに限定される。すなわち、中国

が軍事力を行使することなく、海警等の法執行機関だけで軍事衝突を引き起

こすことなく島しょ等を奪取する試みに対しての DBD の効果は限定的であ

る。また、仮に中国が奪取した島しょ等の支配を拒否できたとしても、それ
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で中国が降伏して原状回復を選択するかは不透明である。たとえ DBD によ

り奪取した島しょ等の維持が困難になったとしても、中国は国内における共

産党への信頼性を確保し続けるために、より攻撃的な反応を示す可能性とい

うリスクはあると考えられる。 

つまり、DBD は、ASB 及び OSC のように大規模あるいは世界規模の米

中戦争ではなく、中国近海での海洋権益等をめぐる地域紛争に対して有効な

作戦概念であるといえる。また、拒否的能力を重視する DBD は、懲罰的能

力を重視する ASB 及び OSC よりも、事態のエスカレーションの抑制を重視

した作戦概念として位置づけられるだろう。ただし、DBD を作戦として実

行に移した場合、中国による島しょ等の奪取を直接的に防ぐことを主眼とし

ており、事態が係争地である島しょ等の周辺から拡大した場合の作戦は想定

されていないため、ASB 及び OSC が想定するような大規模な米中衝突に際

しての作戦における有効性は限定的であると思われる。  

 

３ 今後の展望 

（１）ASB、OSC 及び DBD の相乗効果の追求 

懲罰的抑止と拒否的抑止は相反するものではなく、１つの行動が両面の要

素を持つこともあるし、組み合わせることで相乗効果を期待できるものであ

る。また、ASB、OSC 及び DBD はそれぞれに批判等があることからわかる

ように、どれか１つで A2/AD 脅威に完全に対処できるものではない。その

ため、ASB、OSC 及び DBD それぞれの利点を活かせるように組み合わせる

ことで、より効果的な作戦概念を生み出せる可能性もあると考える。例えば、

米国として ASB による相手の本土攻撃能力を維持しつつ（懲罰的抑止）、

DBD で同盟国の協力を得つつ相手の現状変更の試みを阻止するとともに

（拒否的抑止）、紛争の大規模化に際しては ASB よりも OSC を優先的に実

施する（懲罰的抑止）ことにより、エスカレーション・コントロールをしな

がら相手の目的達成を妨害するというような総合的な作戦概念も考えられ

よう。 

ただし、現状の軍事力を基本としている DBD と OSC とは異なり、空海

戦力を主とする ASB 能力構築のためには、最新技術の導入に伴うコスト面

での課題を克服しなければならないと思われる。 

（２）費用賦課戦略及び第３のオフセット戦略 

コストや技術面に関して注目されている戦略として、「費用賦課戦略（cost-

imposing strategy）」や「第３のオフセット戦略（third offset strategy）」

がある。「費用賦課戦略」は相対的に廉価な費用で相手に高い費用負担を賦
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課する戦略で、平時における軍拡競争と有事における優勢獲得の双方で重要

なものである。「第３のオフセット戦略」は、2014 年 11 月、ヘーゲル米国

防長官が発表した「国防革新イニシアティヴ」において、兵器、システム、

作戦概念を新たな形で組み合わせることで敵国の軍事的優位を相殺（オフセ

ット）して余りある軍事的能力を確保し、もって抑止力を生み出すことを企

図したものである25。これらの両戦略は、具体的な方向性及び内容が依然と

して定まっていないようであり、現時点では「国防省の改革を全省的に進め

ていくためのキャッチフレーズ」に過ぎないとの指摘もある26。これらの戦

略と ASB 等の作戦概念との関係は体系的に整理されているわけではないが、

相互に関連させながら検討及び実行されていくものと考えられる27。 

（３）拒否的抑止を取り入れた ASB の JAM-GC への変化 

ASB に関して国防省は、前述のとおり、その名称を JAM-GC に改称し、

陸上戦力を加えた構想となる旨を発表している。この JAM-GC の内容を展

望するにあたっては、クレピネビッチが発表した対中抑止に関する論文が参

考になると思われる。 

当該論文において、クレピネビッチは米軍及び同盟国等の陸上戦力を利用

して、第１列島線に沿った防衛ラインを確立することにより、中国の侵略や

強制を通じた現状変更を拒否することができるとしている。また、DBD で

潜水艦、機雷、ミサイルという海空軍戦力の活用による拒否が謳われていた

ところ、クレピネビッチは、中国軍の防衛圏内にリスクを冒して軍艦を送り

込んだり、潜水艦をより優先順位の高い任務から外して投入したりするより

も、陸上戦力による代替または補完（地上軍による機雷敷設、移動式発射装

置と地対艦ミサイルの第１列島線への配備等）を講じた方が有効であると述

べている。さらには、OSC のように同盟国に参戦は求めない米国単独での対

処ではなく、同盟国等の戦力活用に関する米国の期待と、同盟国の能力強化

を支援することによる連携への期待がみてとれる28。 

このように、クレピネビッチの論文は、陸上戦力の有効性と拒否的抑止の

必要性を主張しているという点において特徴的であり、事実上、ASB の修正

の方向性を示したものといえるだろう。このほかにも、米国では拒否的抑止

の有効性に着目する論文が発表されている。例えば、ミッチェル（A. Wess 

Mitchell）は、米国の拒否的抑止のためには前方同盟国の能力を強化する必

要があるとし、アジアの同盟国の潜水艦、機雷、ミサイル網を用いて中国の

海洋拡大阻止メカニズム（ clogging mechanisms for impeding Chinese 

naval expansion）を構築することができるとしている29。この主張は、同盟

国の地政学的位置づけを利用し、その能力を強化して米国単独ではなく連携
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して抑止するという点でもクレピネビッチの主張と共通しているといえる。 

ASB を JAM-GC に変化させるにあたっては、これらの内容の反映と同時

に、ASB の課題であったコスト面の再計算も図られているものと予想され

る。JAM-GC は、早ければ 2016 年夏にも策定される可能性があり30、米国

の様々な取り組み状況を今後とも注視していく必要があると思われる。 

 

４ まとめ 

米国において A2/AD 脅威への懸念が高まる中、対 A2/AD 作戦概念とし

て、本土攻撃まで含む ASB が生まれ、その対案として経済封鎖を主とする

OSC が提案され、主として懲罰的抑止を用いる ASB 及び OSC に対するも

のとしてDBDが提案されてきた。A2/AD環境下での対応については、戦略、

作戦レベルいずれにおいても決定的となり得る方策が不透明であるがゆえ

に、あらゆるレベルにおいて幅広くかつ繰り返し議論がされているのが米国

の実情ともいえる。 

また、ASB 及び DBD は主に軍事力による対応を提案しているが、OSC は

経済封鎖を主としている。この OSC のように、相互依存関係が複雑に絡み

あうグローバルな世界における抑止を考えるとき、軍事だけではなく、様々

な領域について複合的に考慮しなければならない31。特に、中国の現状変更

の試みが、軍事力を用いず、警察力や民間力を用いて既成事実化を図ってい

ることからも、軍事力以外の領域における働きかけの重要性が高いといえる

だろう。無論、様々な問題はあるにせよ、中国と武力衝突するよりも安定的

な関係を構築して紛争を回避する方が望ましいことはいうまでもない。この

ためには、安全保障上の協力や文化交流を通じた関与の継続が不可欠であり、

南シナ海及び東シナ海における対応には関係国が多数存在することから、米

国にとり同盟国等との連携（軍事以外の領域も含む。）も重要となってくる

と思われる。 

米国においては対 A2/AD 作戦概念の変遷や、第 3 のオフセット戦略への

注目に見られるように、情勢の変化等に応じて様々な視点から逐次、戦略や

作戦概念等について検討及び議論が重ねられ変化し続けている。我が国とし

ては、引き続きその動向を注視し、A2/AD の脅威が米国の前方展開戦力にい

かなる影響を与えるか、それは我が国にどのような影響があるか、特に同盟

国として何が求められるのか等について、米国の作戦概念の進展に併せた各

種検討の拡充・深化が必要とされているものと思われる。その上で、我が国

として具体的な戦略や作戦概念を確立させていく必要があると考える。その

ためには、国家安全保障戦略から各自衛隊の行動に係る作戦戦略のレベルま
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でを俯瞰した柔軟な思考が必要となる。その際、航空自衛隊としても、軍事

の領域だけにとらわれることなく、外交等の他領域との関係も考慮した幅広

い戦略を考える必要があるといえる32。このような取組のためにも、今後と

も国内外の情勢の変化や米国の作戦概念の動向等を注視し続ける必要があ

ると考える。 

 

別図 米国の対 A2/AD 作戦概念の流れ（ASB/OSC/DBD） 

 

 

（筆者作成） 

 

1 本稿で分析する ASB、OSC 及び DBD は、作戦概念のほか作戦構想あるいは戦略

として表現される場合もあるが、本稿では統一して「作戦概念」と表記する。 
2 例えば、米空軍研究所長のマシエロ(Thomas Masiello)空軍少将は、世界中で非常

に高度な防空システムが発展していること等を理由に、米軍の優位性が減少してい

ることを指摘している。Barrie Barber, “Drones, Lasers, Hypersonic Weapons 

Will Be ‘Game Changers’, ” The Dayton Daily News, April 18, 2016. 
3 米国の対応のうち、「第３の相殺戦略」としての技術的観点からの米軍の取組状況

は、「研究瓦版 28-4『無人機、レーザー兵器、極超音速兵器の開発状況』」を参照。 
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